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論　　説

持続可能な産学連携事業の構築

　抄　録　オープンイノベーションが声高に叫ばれ，大学との連携に力を注ぐ企業も少なくない今日
において，投資対効果の観点から産学連携の本質的な価値が問われている。このような状況の下，九
州大学の組織対応型連携事業（以下，『組織連携』という。）は，今や本学の特徴的な産学連携事業と
して学内外に浸透し，民間企業や地域自治体等の多様なニーズに応える実績を上げている。本稿では，
10年目を迎える組織連携の取組みと実績を総括することにより産学連携の本質的価値を見出し，持続
可能な産学連携のあり方について論じる。
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1 ．	はじめに

九州大学の組織連携は国立大学の法人化を機
に新たな産学連携事業として制度化された仕組
みである。そしてこの10年間，様々な企業との
組織連携を通じ，より効果的な連携の仕組みを
目指して取組みがなされてきた１）～６）。
一方，企業は組織連携のような大学が新たに
取組む産学連携事業を独創的先端技術獲得の好

機として捉え，産学の共同研究は活発な状況を
呈している７）。
従来の産学連携を振り返ると，企業の研究者

が大学教員と直接コンタクトし連携する共同研
究（以下，通常の共同研究という。）において
産学の研究者間で自由な知の交流がなされ，多
くの研究成果が創出されてきた。しかしながら，
その成果が企業の事業力強化に資するものであ
ったかどうかは，産学双方の組織的な関与が無
かったため明らかになっていない。これは，企
業の研究者は裁量予算内で大学教員と折り合
い，研究計画やマネジメントが無いまま共同研
究が実施されてきた実情があるためである。そ
もそも多くの日本企業にとって大学との連携８）

は実質的効果を上げるというよりも知識交流的
な位置付けが強く，事業力強化やイノベーショ
ン創出の観点から大学を活用する意識は低いと
いえる。また，大学の知的財産の取扱いに対す
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る不信２）や，大学は基礎研究の場といった固定
観念が，実用化を目指した本格的な産学連携を
実現する上での課題となっている。そこで，産
学連携を取巻くこれらの課題を解消すべく構築
されてきたのが九州大学の組織連携である。
本稿の第２，３章では，九州大学の組織連携

がいかなるポリシーや仕組みで企業の事業力強
化に繋がる産学連携を志向しているかについて
説明する。第４章では，組織連携の実績を通じ
特許創出の観点から産学連携の成功の要因を検
証する。続く第５章では，日産化学工業㈱との
連携成果を総括することにより産学連携が大学
の学術研究活動や学生の教育にも貢献すること
を立証する。最後に第６章で組織連携を総括す
るとともに今後の展望を述べる。

2 ．	組織連携ポリシー

平成15年の国立大学法人化を機にこれまでの
研究者ベースの産学連携から一線を画した組織
連携がスタートした。一線を画したと表現した
のは，研究者任せの従来の産学連携に対し，組
織連携は研究計画策定や研究進捗報告などのマ
ネジメント業務をシステム化し，そのサービス
対価を企業から得る新しい試みであったからで
ある。全く経験のない産学連携の取組みに，果
たして大学教員からも企業からも賛同が得られ
るか大きな懸念があったが，大学が社会貢献と
いう新たな責務を負った以上，企業の事業力強
化に実質的に繋がるような連携にしたいと考え
た。また，その連携が大学にとって，学術研究
活動の活性化に資するものでなければならな
い，つまり，産学双方に価値をもたらす持続可
能な連携でなければならないと考えた。
この基本思想を実現する上で必要な個々の連

携ポリシーは，企業数十社との個別の意見交換
の場を通じ産学双方の事情に配慮して策定され
た。当該ポリシーは，組織連携契約（親契約）
等に集約した。また，この親契約のもとマッチ

ングしたテーマを個別事業契約（子契約＝共同
研究契約）に締結する契約形態とした１）。
以下に産と学に求められる組織連携ポリシー

を研究成果や知的財産の「創出」，「権利化」，「活
用」フェーズで整理し，説明する。

2．1　「創出」フェーズ

組織連携では，企業は事業戦略に関わるよう
な重要な研究ニーズを提供し，大学はニーズに
応じた最適な研究者（チーム）や効果的な産学
連携の手法を提案する。具体的には，企業ニー
ズに対して大学研究者が予算を含む詳細な年度
研究計画を提案し，企業が採否を判断する作業
である。ここで，大学の提案に対し，企業がい
かにその内容を評価して適切な研究資金や人的
資源を投入できるかが，効果的に研究成果を創
出する上でのポイントとなる。さらに，マッチ
ングしたテーマに対し，大学は組織的に関与す
ることによって研究マネジメントを遂行し，成
果の創出を促進する。これらは，お付き合い的
な産学連携を廃し，実用的な研究成果を創出す
るための連携ポリシーである（図1-1参照）。

2．2　「権利化」フェーズ

組織連携で創出された研究成果は，企業の目
利きにより発明の抽出がなされる。当該発明は，
企業側の発明者の有無に関わらず，企業側の権
利持分が確保できるのが，この組織連携ポリシ
ーの特徴である。その際，本学の権利持分に対
する企業側の独占的実施権の設定が原則保障さ
れる。企業側が独占的実施権の設定を希望した
場合，企業は特許出願費用の全額を負担すると

図1-1　「創出」フェーズにおけるポリシー
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共に，事業戦略に基づく特許出願業務を担うこ
とになる。以上により，大学側は，迅速な学内
承継手続きが可能となり，同時に財務上の負担
を解消できるのである。大学の立場としては特
許出願後に相手企業の承認を得て学会・論文発
表を行うなど，並行して学術研究活動の推進が
図れる点が最も重要である（図1-2参照）。

2．3　「活用」フェーズ

上記の権利化のポリシーにより企業側は安心
して実用化に取り組める。「活用」のフェーズ
では概ね企業側の努力が大きいが，大学側も実
用化へ向けた産学の研究開発拠点の仕組み（連
携部門９））の提案を行うなど，実用化支援によ
る知的財産の活用促進に努める。
親契約には独占的実施権の対価として実施料
支払いの条項が含まれているが，これは最終的
に知的財産権が実施された際，大学発明者への
相当の対価を保障するためであり，実情に合わ
ない不当な実施料を主張するためではない２）。
企業が事業化の成功を収め，新たな研究投資を
促すことが，発展的な継続を目指す組織連携の
最大のポリシーである（図1-3参照）。

3 ．	組織連携の仕組み

企業の事業力強化に資する産学連携の実現
は，産学の研究当事者の努力だけでは難しい。
前章の組織連携ポリシーを支える実効的な仕組
みが，その可否を左右する。
組織連携は，企業の研究開発担当役員と大学

の産学連携担当理事が定期的に会合して協議す
る『連携協議会』が要となる仕組みであり，組
織的なコミットメントのもと，個別テーマの成
果や連携全体の評価・改善が実行される（図
２）。この仕組みは，従来の当事者間のみの産
学連携では双方の獲得成果が限定的になる恐れ
があり，連携の本質的価値を見落とさないよう
にするために設けたものである。
さらに日々の連携においては，本学の知的財

産本部コーディネーターが連携窓口となり，各
種コーディネートやマネジメントサービス（以下，
まとめてリエゾン機能という。）を提供する仕組
みになっている（図３）。連携する企業は大学
の選択的優遇サービスである『リエゾン機能』
をフルに活用できる対価として連携推進費の負
担を求められるが，大学側はこの財源を組織連
携の目的経費（人件費等）に割り当てており，
結果として企業は安定的に選択的優遇サービス
を享受できるのである。ちなみにこの連携推進
費は，子契約締結の際に本学既定の間接経費に
上乗せして徴収される取決めとなっている。
以下にリエゾン機能について説明する。

図1-2　「権利化」フェーズにおけるポリシー

図1-3「活用」フェーズにおけるポリシー

図２　連携協議会の様子
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3．1　研究コーディネート

研究コーディネートは，企業の研究ニーズに
対して学内の最適な研究者を調査し，大学研究
者と効果的な連携手法を合わせてコーディネー
トする業務である。ニーズによっては，大学の
複数部局の研究者が関与したり，あるいは学内
にリソースがない場合に他大学の専門家に協力
を要請する必要もあり，外部の企業単独では困
難なコーディネートサービスを利用できるのが
企業にとって最大のメリットといえる。また，
大学のコーディネーターは，企業窓口担当者と
緊密に連携し，契約締結後に得られた研究成果
を実用化するパートナー企業もコーディネート
する。さらに，産学の立場の違いから生じる様々
な問題を連携ノウハウにより，適切に調整する
のも大学コーディネーターの重要な役割であ
る。以下に企業にとって有益なコーディネート
サービスを整理する。

・本学の最適な研究者の調査・提案
・学内の複数研究者との連携支援
・他大学との産学学連携支援
・実用化パートナー企業との産産学連携支援
・連携課題の解決・調整
・効果的な産学連携体制の助言・提案

3．2　研究マネジメント

他大学に無い組織連携の特徴的な機能として
子契約締結後の研究マネジメントがある。この
研究マネジメントにより連携成果の組織的な検
証が可能となる。
研究マネジメントには，研究計画策定，進捗

管理，学生等の参加管理，知的財産の管理，対
外発表の管理等の種々の項目があり，これらの
マネジメント実績は年度の中間期と末期に行わ
れる連携協議会において報告される。特に，知
的財産の創出や実用化状況の報告は，事業力強
化を評価する上で連携企業にとって重要であ
る。
連携協議会は，担当教員個々のテーマ進捗報

告ばかりでなく，参加する異分野の研究者間の
議論から独創的なアイデアの創出が期待できる
ため，連携企業から高い評価を得ている。さら
に，企業側経営層に研究開発プロセスや成果を
直接アピールできるため，適切な経営判断が得
られるメリットがある。このように連携協議会
は，従来の産学連携にない特別な機能を果たし
ている。
一方，大学の教員は，実用化の課題や意思決

定プロセスを共有できるなど，学会活動では得
られない刺激を受けることができる。

図３　リエゾン機能の事業サイクル
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以下に企業にとって有益なマネジメントサー
ビスを整理する。

・学内秘密保持にかかる適切な契約支援
・研究提案書（計画書）に基づく進捗管理
・知的財産創出時の迅速かつ適切な学内処理
・対外発表の学内マネジメント
・連携協議会による組織的な連携マネジメント

これまで述べたとおり，組織連携の本質は，
ベースとなる①組織連携ポリシーの下，②リエ
ゾン機能，および③連携協議会の２つの機能を
有することにある（以下，『組織連携の３要素』
と呼ぶ。）。次章では，この組織連携の効果につ
いて具体的事例をもとに説明する。

4 ．	組織連携の事業実績と効果の検証

組織連携は，平成15年の事業開始以来，図５
に示す事業実績を上げ，平成23年度は子契約82
件，研究経費総額3.3億円の実績を上げている。
連携企業は経営業績に応じ研究経費やテーマ数
を増減させるものの，連携企業数は一貫して上
昇傾向にあり，先に述べた組織連携ポリシーが
企業に浸透しつつあると解釈できる。
ここでは，産学連携における企業の事業力強

化をはかる指標として特許出願（国内優先権主
張出願・国際出願含む）に着目し，共同研究か
ら特許を１件創出するのに要した共同研究費を
『特許創出コスト』と定義することで本学の通
常型と組織連携型の共同研究成果の比較を試み
たい。
図６は本学の共同研究の成果に基づく３ヵ年

度の特許出願件数と共同研究経費総額を整理
し，特許創出コストを算出したものである。こ
の結果によると本学の通常の共同研究では，組
織連携の場合と比べ，研究成果を上げるのに４
倍近い特許創出コストを要していることが分か
る。また，特許創出コストを通常の平均共同研
究経費である330万円／テーマ・年で割ると，
11テーマに１件の割合で特許出願がなされる計
算となる。一方，当該計算によると，組織連携
では2.5テーマに１件の割合で特許出願がなさ
れる計算となり，より高い実績を上げていると
言える。組織連携では教員の予算要求を考慮す
る仕組みにより平均共同研究費（400万円／テ
ーマ・年）は通常型に比べ高くなるものの，投
資対効果が優れていることが本学の産学連携実
態から明らかとなった。平成16年度の同様の調
査結果からも両者の成果創出動向に約２倍の開
きがあることが判明しており，通常型と組織連
携型の共同研究成果には恒常的な差異が認めら
れると言える。図４　組織連携の３要素

図５　組織連携の事業実績
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これらの結果から，組織連携の３要素が研究
成果の創出に効果的に寄与し，企業の事業力強
化に結びついていると考えられる。

4．1　業界別の組織連携形態

組織連携企業が業界毎にどのような連携の特
徴を有するか整理する。
連携企業は，大手製造業を中心とする20社ほ

どに上り，電器通信系企業，機械・プラント系
企業，材料系企業の３つに大別され，組織連携
の形態には業界毎に図７に示す特徴がある。
材料系企業は，「材料」の共同研究成果がそ

のまま事業化へ直結することから，研究投資意
欲は他の業界に比べて旺盛である。この点にお
いて製薬企業が組織連携に参画していないのは
不思議に思えるが，パートナーである大学教員
が医学・薬学系という特定の分野に集中してお
り，前章のリエゾン機能を特に必要としないこ

とから通常の共同研究等で結びついていると理
解できる。

4．2　材料系企業の研究投資とその成果

次に，本学の組織連携企業の半数を占める材
料系企業に注目し，様々な研究フェーズにおけ
る研究投資とその成果について考察する。図８
は材料系企業５社の３ヶ年度の組織連携のデー
タ（54テーマ）を整理し，年度毎の平均共同研
究費額からみた平均特許出願件数を分析したも
のである。
企業各社は，大学のリエゾン機能を駆使し，

事業力強化のため探索型から実用化プロジェク
ト型まで多彩な研究フェーズを選択することが
できる。図８より，テーマ当たりの平均共同研
究費額は，600万円未満の領域と1,000万円を超
える領域とに二極化していることがわかる。一
方，研究成果である特許出願件数は，平均共同
研究費が一定額を超えると急増する結果を示す
が，この要因を専任研究員の有無で説明したい。
一般的に大学の研究者と言えば，教員，学生

の他，共同研究経費を財源に雇用する学術研究
員（ポスドク）等がある。この学術研究員の雇
用には，通常500万円／年程度の人件費が必要
であり，さらに実験にかかる直接経費や間接経
費等を合わせると1,000万円／年を超える共同
研究経費が必要になる。つまり，大学との共同
研究においては，専任研究員を措置したテーマ
は1,000万円／年を超える水準になるのである。
図８のとおり各研究フェーズの括弧内に１テー
マ当たりの専任研究員の人数（平均値）を記載
してみると，専任研究員数と平均特許出願件数
との関係が良く理解できる。これは，専任研究
員の手当てにより研究計画が着実に履行された
結果，特許出願が増大していると考えられる。
特に，Ｅ社が取組む実用化プロジェクト型の連
携研究に従事する専任研究員２名は，大学雇用
の専任研究員と企業の大学常駐専任研究者で構

図６　特許創出コストの比較

図７　業界別組織連携形態の特徴
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成されており，産学の協業によって，より効果
的に研究成果（特許出願）を収めている。
以上から産学連携による研究成果の効果的な
創出のためには，研究フェーズに応じた適切な
研究資源の投資，とりわけ実用化を目指す研究
テーマに対しては研究を推進するマンパワーの
手当てが必要であり，そのような手当が成功を
収める要因の１つであると言える。

5 ．	‌�日産化学工業との企業シーズ提供
型連携

日産化学工業と九州大学は，平成18年度から
22年度まで，新事業創出型の組織連携を実施し
た。国のファンドを利用しない単独企業の研究
資金としては，破格の規模でスタートしたプロ
ジェクトである。
当時の日産化学工業は，将来の中核事業を創
出するため，研究テーマの発掘や社内人材の拡
充を急務とする状況にあり，本学の提案する組
織連携ポリシーに賛同したのが連携開始の発端
である。同社は，戦略的材料として有機微粒子
材料を提供し，その応用・用途探索の研究テー
マの提案を大学に期待した。本学は，それに応
える形でリエゾン機能を発揮し，６研究院１研
究所との間で16テーマのマッチングのもと組織
連携を開始した。いわゆる『企業シーズ提供型

の組織連携』の誕生である。
連携計画は，基礎研究２年，応用研究３年と

した。そして，追加導入されたヒドロゲル材料
に関する第２弾のテーマを含め，わずか５年で
100件に迫る共有の特許出願を達成し，新規材
料の事業化に向けた知財基盤を構築した。開始
から５年以内の製品化を目指した目標は，次期
２年間の実用化連携に引き継がれ，無電解めっ
き核剤やフッ素系表面改質材料等の複数の研究
成果がまさに実用化されようとしている。また，
各テーマで雇用された専任研究員や参加した学
生が同社に就職するなど，企業の研究人材基盤
を支える副次的効果も得られた。
この間，本学は図９のとおり学会・論文発表

を合わせて149件もの学術的成果を上げ，産学
連携と学術研究活動が両立できることを実証し
た。さらに，本連携に関わる教員のヒアリング
結果から参加学生の教育効果を挙げる声が多く
あった。事実，複数の学生が教育の一環として
本連携に毎年参加することになった。
このように真に実用化を目指した組織連携

は，大学の学術研究を活性化するばかりでなく，
学生に対して貴重な実践教育の機会を提供し，
大学の本来責務を充実させる側面があることを
実証した。

図８　研究投資と成果創出の関係

図９　日産化学工業との組織連携実績
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6 ．	おわりに

以上10年目を迎える組織連携の取組みを総括
した。先の日産化学工業との連携は，組織連携
の先駆的な事例として既に多くの企業から注目
を浴びており，その効果的な連携手法を求め，
組織連携に参画する企業が増えている。本事例
の総括が，従来のお付き合い的な産学連携を踏
襲する企業に対し，産学連携の本質的価値を見
出す機会となれば幸いである。
繰り返しになるが，実用化を目指した本格的

な産学連携であっても，大学は本来の責務（教
育と研究）を損なうことなく社会に貢献ができ
ることを実証した。そればかりか，大学の本来
責務を活性化させることも明らかになった。こ
れは大学が産学連携を推進する本質的価値と言
え，産学連携を持続的に進める意義に値すると
考えている。
本学の組織連携は，連携部門や平成23年度か

ら創設した共同研究部門を通じ，企業との実用
化プロジェクトを積極的に展開している。今後
は，複数の連携企業をコーディネートし，産産
学の連携プロジェクトをマネジメントする仕組
みを構築する予定である。
本稿の執筆に当たり，九州大学の組織連携企

業の関係各位，特に日産化学工業との連携では，
複数部局の大学研究者が取組む企業シーズ提案
型の産学連携を構築するに至り，藤本修一郎前

社長，木下小次郎社長を始め，関係各位に多大
なご協力を頂いた。尚，企業シーズ提供型の産
学連携は，本学の組織連携においてモデル化し，
他の連携企業向けに広く展開している。
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